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１．位置図１．位置図

事業再評価区間
東関東自動車道水戸線
（鉾田～茨城町ＪＣＴ）
Ｌ＝１7.6ｋｍ、暫定二車線
平成27年度供用予定

凡 例

供用中
事業中
事業中（国交省事業）
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２．事業の目的及び概要２．事業の目的及び概要

東関東地域と首都圏との結びつきを
より一層強化し、東関東地域の発展に
資する

区 間：自）茨城県鉾田市飯名

至）茨城県東茨城郡茨城

町大字小鶴

計 画 延 長：１7.6ｋｍ (うち8.8km供用)

道 路 規 格 第１種第２級

概 要

目 的

ほこた いいな

ひがしいばらき いばらき

供用済み
（8.8㎞）

事業中
（8.8㎞）

事業中

ＮＥＸＣＯ東日本
（再評価対象区間）

（新直轄区間）
潮来～鉾田
【建設中】

茨城空港北IC

こづる

道 路 規 格：第１種第２級
設 計 速 度：100ｋｍ/h
車 線 数：４車線（２車線で整備）
事 業 費：４８６億円

標準横断図

事業中
（30.9㎞）

【建設中】
平成32年度
供用予定

土工部

10.5m
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３．事業の必要性と効果①３．事業の必要性と効果①

県庁所在地への利便性向上

高速道ネットワークが整備されることにより、茨城県の南東部に位置する潮来市から、茨城
県庁（水戸市）が近くなり、利便性が向上します

茨城県庁
国道５１号を利用した場合

移動距離：約６５ｋｍ

移動時間：約１０２分

開通前

3

潮来市役所

※所要時間の算出

整備前：Ｈ２２センサス旅行速度により算定

整備後：東関道 茨城町JCT～潮来ICは７０km/hで走行した場合の所要時間

とし、他の道路はＨ２２センサス旅行速度により算定

東関東道を利用した場合

移動距離：約６２ｋｍ

移動時間：約６２分

開通後

鉾田ＩＣ（仮称）

凡例

今回開通区間

事業中・計画中

開通済

国道

開通後経路

開通前経路

市町村界

約40分短縮
39％短縮



茨城県

栃木県

常

友部ＪＣＴ

北関東道北関東道

常
磐
道

３．事業の必要性と効果②

交通路の相互補完②

常磐自動車道と東関東自動車道の
ダブルネットワークの構築

東関東自動車道 茨城町JCT～鉾田ICと今後整

備が進められる鉾田IC～潮来ICが整備されること

で 水戸エリアと東京エリア間に常磐道と東関道

水戸エリア

千葉県

埼玉県

東京都

常

磐
道

圏央道

つくばＪＣＴ

潮来ＩＣ

東
北
道

圏央道

道
通行止めで、水戸エリアと東京エリア間に常磐道と東関道

のダブルネットワークが形成され、常磐道通行止

め時には、東関道が代替ルートとして機能します。
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東
関
東
道

東京エリア



３．事業の必要性と効果③３．事業の必要性と効果③

茨城空港への利便性向上

東関東自動車道を含む高速道路ネットワークを活用し、スムーズかつ快適に空港まで
アクセスできます。

空港までの所要時間

［整備前］ ［整備前］
前橋から 羽田空港へ 茨城空港へ （１７分短縮）

１５９分 １４２分

宇都宮から 羽田空港へ 茨城空港へ （７６分短縮）
１５７分 ８１分

水戸から 羽田空港へ 茨城空港へ （１０２分短縮）
１４６分 ４４分

81分前橋

宇都宮

水戸

栃木県

茨城県

群馬県

5

※市役所を起点とし、茨城空港へのアクセスについては車利用で、
羽田空港へのアクセスについては電車利用とする

空 港 概 要

項 目 内 容

開港日 平成22年3月11日開港

施設整備の

概 要

新滑走路（新設）長さ2,700ｍ 幅45ｍ

現滑走路（補強）長さ2,700ｍ 幅45ｍ

就 航 中

路 線

北海道（札幌）、兵庫県（神戸）、福岡県（福
岡、鳥取県（米子）、沖縄県（那覇）

中国（上海）

その他 1,300台の無料駐車場

※所要時間の算出 Ｈ２２センサス旅行速度により算定

１４６分 ４４分

44分
142分

前橋

159分

157分

146分
茨城空港

羽田空港

成田空港

各都市へ

千葉県

埼玉県

東京都

北関東道
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３．事業の必要性と効果④３．事業の必要性と効果④

・茨城空港の旅客数は、平成22年の開港以来増加しており、また首都圏の航空需要の一翼を担う役割が期待されている。

・当該路線の整備により、茨城空港へのアクセスが向上することで、旅客の利便性向上が期待できる。

■茨城空港における取り組み
■茨城空港の旅客数の推移

20

29

41
39

万人

空港への利便性向上

9.6
0 
5 

10 

H22 H23 H24 H25

6

出典：国土交通省 東京航空局 管内空港の利用概況集計票

出典：交通政策審議会航空分科会基本政策部会

年度

1,944

2,343
2,539 2,769

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H22 H23 H24 H25 年

台/日 ■茨城空港北IC～茨城町JCT断面交通量
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３．事業の必要性と効果⑤３．事業の必要性と効果⑤

物流効率化の支援
・茨城県のメロン出荷量は、36.5千トンで全国第１位（鉾田市周辺でその約８割を出荷）
・北関東地方（栃木・群馬・長野）や東北地方への販路拡大が期待されます。

茨城町JCT

メロン出荷量（ﾄﾝ）
東北方面へ

栃木・群馬・長野方面へ

茨城県 全国第1位
東北地方へ

北関東地方へ

0 
茨
城

北
海
道

熊
本

山
形

青
森

静
岡

愛
知

千
葉

高
知

長
崎
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資料：平成25年度 野菜生産出荷統計 農林水産省
鉾田IC

茨城空港北IC

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

東京都 東北地方 北関東地方

22,100

9,400

3,500

7,700

14,400
4,000

5,400 2,000
1,500

各地方への出荷量（ﾄﾝ）

資料：各地方中央卸売市場の統計年報より集計

35％

43％

57％



３．事業の必要性と効果⑥３．事業の必要性と効果⑥

第三次高度医療機関への搬送時間が短縮され、地域医療環境が向上します。
・第三次救急医療機関である「国立水戸医療センター」への搬送時間が14分短縮されます。

地方医療環境の改善

鉾田ICから国立水戸医療センターへの搬送時間

42分

鉾田ＩＣから国立水戸医療センターへの搬送時間

茨城町JCT

8

42分

28分

14分短縮

33％短縮

※所要時間の算出

整備前：Ｈ２２センサス旅行速度により算定

整備後：東関道 鉾田IC～茨城空港北ICは７０km/hで走行した場合の所要時間とし、他の道路はＨ２２センサス

旅行速度により算定

茨城町JCT

茨城空港北IC

28

42

鉾田IC



３．事業の必要性と効果⑦３．事業の必要性と効果⑦

３月１１日の東日本大震災発生から５日後、東関道自動車道の通行止めを解除。
当時、通行止めとなっていた国道５１号の代替路線として利用されました。

国道51号

東日本大震災時の国道５１号の代替路線の例

みと

ともべ

友部IC
友部JCT

水戸IC

水戸南IC

水戸大洗IC

ひたちなかIC
50

349

50

51

55

T
水

49

ひたちなか市

水戸市

笠間市

茨城町JCT

北関東自動車道

被 災 状 況

9

涸沼

鉾田IC

いしおか

千代田石岡IC

岩間IC

茨城町西IC
茨城町東IC

水戸南

茨城JCT

茨城南IC

6

51

355

南南IC

城町城

涸沼涸

C南I南 C

茨城

水水水

茨茨城

茨城町

大洗町

鉾田市

小美玉市

石岡市

かすみがうら市

茨城町JCT

東
関
東
自
動
車
道

東関東自動車道
3/16 06:00通行止め解除

3/23 6:00
通行止め解除

国道５１号

R51：29,313台/日
(H22ｾﾝｻｽ)

通行止め区間

茨城空港北IC

鉾田IC

東関東道 茨城空港北IC～茨城町JCT



４．事業進捗状況①４．事業進捗状況①

鉾田～茨城空港北 茨城空港北～茨城町ＪＣＴ

◆事業の経緯

都市計画決定 平成 ８年１２月

整備計画決定 平成 ９年 ３月

施行命令 平成１０年１２月

実施計画認可 平成１１年 ４月
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実施計画認可 平成１１年 ４月

用地着手 平成２４年１２月 平成１６年 ３月

工事着手 平成２５年９月 平成１７年 ７月

◆完成予定年度 平成２７年度（※） 平成２２年３月６日供用

◆事 業 費 ４８６億円

事業進捗率

（平成２６年１１月末）

６１％

土木工事着手 100％ 開通済み

※用地取得等が速やかに完了する場合



４．事業進捗状況②

■進捗状況（平成26年11月末現在）

・用地取得率は約９４％
・本線工事着手率は１００％（平成２６年１１月末現在）。鉾田ＩＣ～茨城空港北ＩＣは土工工事を展開中。

【進捗状況写真】

至 茨城空港北ＩＣ

茨城空港北ＩＣ

11

実施区間写真②：盛土施工状況

写真①：切土施工状況

写真①

写真②

至 鉾田ＩＣ

茨城町ＪＣＴ
茨城空港北ＩＣ

鉾田ＩＣ（仮称）

土工・橋梁

舗装・施設

土工・橋梁

舗装・施設

前回評価時

（Ｈ23.12）

用地買収 0%

工

事

0%

0%

今回評価時

（Ｈ26.12）

用地買収 94%

工
事

100%

0%

※※「土工」及び「舗装・施設」は着手率を示す。「土工」及び「舗装・施設」は着手率を示す。



４．事業進捗状況③４．事業進捗状況③

■平成２３年 現地施工状況

鉾田IC
茨城空港北IC

12

■平成２６年 現地施工状況
茨城空港北IC

鉾田IC



４．事業進捗状況④４．事業進捗状況④

■震災により、国の電子基準点、三角点、水準点等の測量成果公表が停止したことに伴い、幅杭
設計等の作業が７ヶ月間停止。（平成２３年１０月３１日より公表再開）

■茨城県・鉾田市・NEXCO東日本が協働・連携して課題解決等に取り組むための「事業推進プロ
ジェクトチーム」を設置。（平成２４年１２月４日）

■一部地権者において時間を要する見込みのものもあるため、任意による交渉と並行して土地収
用法に基づく事業認定申請の手続きの準備に入ったところ。

■平成２７年度（※）の完成を目指して事業を推進している。 （※）用地取得等が速やかに完了する場合

事業工程

Ｈ２７ Ｈ２８

工事

用地

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

任
意

収
用

任
意

収
用

13

中心線測量・設計協議等 用地測量 用地取得

震災発生

中心線測量・設計協議等 用地測量 用地取得



４．事業進捗状況⑤４．事業進捗状況⑤

・用地取得については、一部地権者において時間を要する見込みのものがあり、土地収用法に基づく手続き

を準備中。

■土地収用手続き

【土地収用法に基づく手続きの主な流れ】

事
業裁

収
用明 （明

事
業

茨城空港北IC

業
認
定
の
告
示

裁
決
の
申
請

用
委
員
会
審
理

明

渡

裁

決

（用
地
取
得
）

明

渡

期

限

業
認
定
の
申
請

14



４．事業進捗状況⑤４．事業進捗状況⑤
■土地収用法に基づく手続き （「事業認定の申請」から「明渡裁決」まで）

明
渡
裁
決
の
申
立

裁
決
の
申
請

裁
決
申
請
の
公
告
・
縦
覧

審
理
手
続
の
開
始

起
業
者
・
土
地
所
有
者
・
関
係
人

意
見
陳
述

明
渡
裁
決

権
利
取
得
裁
決

土
地
所
有
者
及
び
関
係
人
等
の
意

書
提
出

和
解
の
勧
告

起
業
者
・
土
地
所
有
者
・
関
係
人

参
考
人
へ
の
審
問

鑑
定
人
に
よ
る
鑑
定

現
地
調
査

（
必
要
に
応
じ
）

審
理
の
終
結

（法第42条） （法第46条）

事
業
認
定
の
告
示

明
渡
期
限
（
用
地
取
得
）

事
業
認
定
の
申
請

（法第18条） （法第26条）（法第39条）
（法第47条の3）

（法第48条）
（法第49条）

※３

裁
決
申
請
の
受
理

公
聴
会

社
会
資
本
整
備
審
議
会
の
意
見
聴

事
業
認
定
申
請
の
公
告
・

縦
覧

（法第24条）

各都道府県の議会の同意を得て、都道府県知事が任命した委員で構成され、 知事の所轄の下で独立して土地収用法に基づく
権限を行使する機関。

人
の

意
見

人
・

（法第43条） （法第50条）（法第63条）（法第65条）

※１ ※２
※２
○収用委員会は、土地所有者・関係人等の意見書の内容に

よって、鑑定や現地調査等を実施する場合がある。

○複雑な権利関係など、十分な意見聴取が必要と判断される
場合、審理を複数回行う場合がある。

○意見書が提出されない場合でも審理は行われる。

※３
○起業者・土地所有者・関

係人の意見等を踏まえ、
補償金額や明渡期限等
について収用委員会にて
判断される。

○明渡裁決における補償金
額や明渡期限が起業者の
申立と異なる場合がある。

※１
○事業認定庁は、利害関係人から開催請求が

あった場合は公聴会を開催する。

○反対趣旨の意見書提出があった場合は、
社会資本整備審議会を開催する。

聴
取

（法第23条）（法第25条の2）

□収用委員会とは （土地収用法第51条、同52条）
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５．事業の投資効果①５．事業の投資効果①

■総便益（Ｂ）
道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を整備の有無それぞれについて

推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）
当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

【今回評価】 【参考 前回評価】

■計算条件

16

【今回評価】

・基準年次 ：平成26年度
・供用開始年次 ：平成28年度
・分析対象期間 ：供用後50年間
・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点 ：平成42年度
・計画交通量 ：12,900～13,200（台/日）
・事業費 ：約486億円
・総便益（Ｂ） ：約1,585億円（約3,905億円※）
・総費用（Ｃ） ：約605億円（約735億円※）
・費用便益比（Ｂ／Ｃ）：２．６

【参考：前回評価】

平成23年度
平成27年度
供用後50年間
平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
平成42年度
13,100～13,500（台/日）
約484億円
約1,480億円（約3,819億円※）
約564億円（約742億円※）
２．６

※基準年次における現在価値化前を示す。



５．事業の投資効果②５．事業の投資効果②

◆総便益

基準年における

現在価値（B）

全体事業 残事業

走行時間短縮便益 １，３０６億円 １，３０６億円

走行経費減少便益 １６８億円 １６８億円

交通事故減少便益 １１１億円 １１１億円

計 １，５８５億円 １，５８５億円

■費用対効果分析結果

17

◆総費用

基準年における

現在価値（C）

全体事業 残事業

事 業 費 ５０１億円※ ８３億円

維持管理費 １０４億円 １０４億円

計 ６０５億円 １８７億円

費用便益比 B/C 全体事業 ２．６ 残事業 ８．５

※ここでの事業費は、P3の全体事業費を、基準年における現在価値化

しているため、値が異なっている。



６．関係する都道府県の意見６．関係する都道府県の意見

茨城県知事の意見 平成26年12月1日

本県にとって、東関東自動車道水戸線は、国内外の輸出入拠点である鹿島港や茨城港、

さらに茨城空港や成田空港などを結び、広域的な交流・連携を促進することはもとより、今

後想定される首都直下地震の際には、常磐道の代替路線として緊急輸送路の役割を担う

極めて重要な道路であることから、事業を継続し、一日も早い開通に向け整備推進をお願

18

いしたい。



７．今後の対応方針（原案）７．今後の対応方針（原案）

● 当該区間は、茨城県沿岸部の産業・経済の発展、物流の効率化、救急搬送に不可欠な道路
である。

● 茨城空港のアクセス道路として、利便性向上に寄与する。
● 当該区間は、国道５１号等の沿線の交通分散や、事故・災害時におけるリダンダンシー機能

を有する。
● 費用対効果（B/C)は、２．６である。

（１）事業の必要性等に関する視点

（２）事業進捗の見込みに関する視点

19

●茨城空港北IC～茨城町ＪＣＴ間は、平成２２年３月6日に開通済みである。
●鉾田IC～茨城空港北IC間は、『事業推進プロジェクトチーム』により事業を推進し、用地取得率

は９４％となり、土工工事に着手しているところ。
●平成２７年度（※）の完成を目指して事業を推進している。

（※）用地取得等が速やかに完了する場合

（２）事業進捗の見込みに関する視点

（３）対応方針（原案）

● 当該事業の再評価は 『『事業継続事業継続』』 とする。



東関東自動車道東関東自動車道 水戸線水戸線

（鉾田～茨城町ＪＣＴ）（鉾田～茨城町ＪＣＴ）

【【 再再 評評 価価 】】

ほほ ここ たた いい ばば らら きき まま ちち

資料－３－５



１．位置図１．位置図

事業再評価区間
東関東自動車道水戸線
（鉾田～茨城町ＪＣＴ）
Ｌ＝１7.6ｋｍ、暫定二車線
平成29年度供用予定

凡 例

供用中
事業中
事業中（国交省事業）

1



２．事業の目的及び概要２．事業の目的及び概要

東関東地域と首都圏との結びつきを
より一層強化し、東関東地域の発展に
資する

区 間：自）茨城県鉾田市飯名

至）茨城県東茨城郡茨城

町大字小鶴

計 画 延 長：１7.6ｋｍ (うち8.8km供用)

道 路 規 格 第１種第２級

概 要

目 的

ほこた いいな

ひがしいばらき いばらき

供用済み
（8.8㎞）

事業中
（8.8㎞）

事業中

ＮＥＸＣＯ東日本
（再評価対象区間）

（新直轄区間）
潮来～鉾田
【建設中】

茨城空港北IC

こづる

道 路 規 格：第１種第２級
設 計 速 度：100ｋｍ/h
車 線 数：４車線（２車線で整備）
事 業 費：５０４億円

標準横断図

事業中
（30.9㎞）

【建設中】
平成32年度
供用予定

土工部

10.5m

22



３．事業の必要性と効果①３．事業の必要性と効果①

県庁所在地への利便性向上

高速道ネットワークが整備されることにより、茨城県の南東部に位置する潮来市から、茨城
県庁（水戸市）が近くなり、利便性が向上します

国道５１号を利用した場合

移動距離：約６５ｋｍ

移動時間：約１０２分

開通前

茨城県庁

3

※所要時間の算出

整備前：Ｈ２２センサス旅行速度により算定

整備後：東関道 茨城町JCT～潮来ICは７０km/hで走行した場合の所要時間

とし、他の道路はＨ２２センサス旅行速度により算定

東関東道を利用した場合

移動距離：約６２ｋｍ

移動時間：約６２分

開通後

凡例

今回開通区間

事業中・計画中

開通済

国道

開通後経路

開通前経路

市町村界

約40分短縮
39％短縮

潮来市役所

鉾田ＩＣ（仮称）

稲敷東

神崎



茨城県

栃木県

常

友部ＪＣＴ

北関東道北関東道

常
磐
道

３．事業の必要性と効果②

交通路の相互補完②

常磐自動車道と東関東自動車道の
ダブルネットワークの構築

東関東自動車道 茨城町JCT～鉾田ICと今後整

備が進められる鉾田IC～潮来ICが整備されること

で 水戸エリアと東京エリア間に常磐道と東関道

水戸エリア

千葉県

埼玉県

東京都

常

磐
道

圏央道

つくばＪＣＴ

潮来ＩＣ

東
北
道

圏央道

道
通行止めで、水戸エリアと東京エリア間に常磐道と東関道

のダブルネットワークが形成され、常磐道通行止

め時には、東関道が代替ルートとして機能します。

4

東
関
東
道

東京エリア



81分前橋

宇都宮

水戸

栃木県

茨城県

群馬県

３．事業の必要性と効果③３．事業の必要性と効果③

茨城空港への利便性向上

東関東自動車道を含む高速道路ネットワークを活用し、スムーズかつ快適に空港まで
アクセスできます。

空港までの所要時間

［整備前］ ［整備前］
前橋から 羽田空港へ 茨城空港へ （１７分短縮）

１５９分 １４２分

宇都宮から 羽田空港へ 茨城空港へ （７６分短縮）
１５７分 ８１分

水戸から 羽田空港へ 茨城空港へ （１０２分短縮）
１４６分 ４４分

44分
142分

前橋

159分

157分

146分
茨城空港

羽田空港

成田空港

各都市へ

千葉県

埼玉県

東京都

北関東道

5

※市役所を起点とし、茨城空港へのアクセスについては車利用で、
羽田空港へのアクセスについては電車利用とする

空 港 概 要

項 目 内 容

開港日 平成22年3月11日開港

施設整備の

概 要

新滑走路（新設）長さ2,700ｍ 幅45ｍ

現滑走路（補強）長さ2,700ｍ 幅45ｍ

就 航 中

路 線

北海道（札幌）、兵庫県（神戸）、福岡県（福岡）、
沖縄県（那覇）

中国（上海、深 、杭州※）※杭州はH28.1.30就航予定

その他 1,300台の無料駐車場

※所要時間の算出 Ｈ２２センサス旅行速度により算定

１４６分 ４４分



23 8
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41.9
10.7

5.5

9.9 10.0

12.0

20 

30 

40 

50 

60 
国際線

国内線

３．事業の必要性と効果④３．事業の必要性と効果④

・茨城空港の旅客数は、平成22年の開港以来増加しており、また首都圏の航空需要の一翼を担う役割が期待されている。

・当該路線の整備により、茨城空港へのアクセスが向上することで、旅客の利便性向上が期待できる。

■茨城空港における取り組み ■茨城空港の旅客数の推移

20

29

41 39

万人

空港への利便性向上

54

9.6
23.8 28.710.7

0 

10 

H22 H23 H24 H25 H26

6

出典：国土交通省 東京航空局 管内空港の利用概況集計票

出典：交通政策審議会航空分科会基本政策部会

年度

年

台/日 ■茨城空港北IC～茨城町JCT断面交通量

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

H22 H23 H24 H25 H26

1,944

2,343
2,539

2,769 2,829



３．事業の必要性と効果⑤３．事業の必要性と効果⑤

物流効率化の支援
・茨城県のメロン出荷量は、37.4千トンで全国第１位（鉾田市周辺でその約８割を出荷）
・北関東地方（栃木・群馬・長野）や東北地方への販路拡大が期待されます。

茨城町JCT

東北地方へ

北関東地方へ

5,000 
10,000 
15,000 
20,000 
25,000 
30,000 
35,000 
40,000 

メロン出荷量（ﾄﾝ）茨城県 全国第1位
37,400

25,800
23,000

11,100
8,690 8,530 8,070

7

資料：平成26年度 野菜生産出荷統計 農林水産省鉾田IC

茨城空港北IC

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

東京都 東北地方 北関東地方

22,100

9,400

3,500

7,700

14,400
4,000

5,400 2,000
1,500

各地方への出荷量（ﾄﾝ）

資料：各地方中央卸売市場の統計年報より集計

35％

43％

57％

0 
茨
城

北
海
道

熊
本

山
形

青
森

静
岡

愛
知



３．事業の必要性と効果⑥３．事業の必要性と効果⑥

第三次高度医療機関への搬送時間が短縮され、地域医療環境が向上します。
・第三次救急医療機関である「国立水戸医療センター」への搬送時間が14分短縮されます。

地方医療環境の改善

鉾田ICから国立水戸医療センターへの搬送時間

42分

鉾田ＩＣから国立水戸医療センターへの搬送時間

茨城町JCT

8

42分

28分

14分短縮

33％短縮

※所要時間の算出

整備前：Ｈ２２センサス旅行速度により算定

整備後：東関道 鉾田IC～茨城空港北ICは７０km/hで走行した場合の所要時間とし、他の道路はＨ２２センサス

旅行速度により算定

茨城町JCT

茨城空港北IC

28

42

鉾田IC



３．事業の必要性と効果⑦３．事業の必要性と効果⑦

３月１１日の東日本大震災発生から５日後、東関道自動車道の通行止めを解除。
当時、通行止めとなっていた国道５１号の代替路線として利用されました。

国道51号

東日本大震災時の国道５１号の代替路線の例

みと

ともべ

友部IC
友部JCT

水戸IC

水戸南IC

水戸大洗IC

ひたちなかIC
50

349

50

51

55

T
水

49

ひたちなか市

水戸市

笠間市

茨城町JCT

北関東自動車道

被 災 状 況

9

涸沼

鉾田IC

いしおか

千代田石岡IC

岩間IC

茨城町西IC
茨城町東IC

水戸南

茨城JCT

茨城南IC

6

51

355

南南IC

城町城

涸沼涸

C南I南 C

茨城

水水水

茨茨城

茨城町

大洗町

鉾田市

小美玉市

石岡市

かすみがうら市

茨城町JCT

東
関
東
自
動
車
道

東関東自動車道
3/16 06:00通行止め解除

3/23 6:00
通行止め解除

国道５１号

R51：29,313台/日
(H22ｾﾝｻｽ)

通行止め区間

茨城空港北IC

鉾田IC

東関東道 茨城空港北IC～茨城町JCT



４．事業進捗状況①４．事業進捗状況①

鉾田～茨城空港北 茨城空港北～茨城町ＪＣＴ

◆事業の経緯

都市計画決定 平成 ８年１２月

整備計画決定 平成 ９年 ３月

施行命令 平成１０年１２月

10

実施計画認可 平成１１年 ４月

用地着手 平成２４年１２月 平成１６年 ３月

工事着手 平成２５年９月 平成１７年 ７月

◆完成予定年度 平成２９年度 平成２２年３月６日供用

◆事 業 費 ５０４億円

事業進捗率

(平成27年12月末)

59%

土木工事着手 100% 開通済み



４．事業進捗状況②

■進捗状況（平成27年12月末現在）

【進捗状況写真】

・用地取得率は約９７％
・本線工事着手率は１００％（平成２７年１２月末現在）。鉾田ＩＣ～茨城空港北ＩＣは土工工事を展開中。

写真③

11

写真①：鉾田IC施工状況

写真②：本線Box基礎部 施工状況

写真①

実施区間

写真②

茨城町ＪＣＴ

茨城空港北ＩＣ

鉾田ＩＣ（仮称）

土工・橋梁

舗装・施設

土工・橋梁

舗装・施設

今回評価時

（Ｈ27.12）

用地買収 97%

工
事

100%

0%

前回評価時

（Ｈ26.12）

用地買収 94%

工

事

100%

0%

写真③：茨城空港北IC ランプ部Box切替後

写真③



４．事業進捗状況③４．事業進捗状況③

■平成２３年 現地施工状況

鉾田IC
茨城空港北IC

12

■平成２７年 現地施工状況

至 茨城空港北IC

鉾田IC



年 度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 備考

用地取得

用地取得開始から工事完成までの流れ（当初想定工程との比較）

○本線工事着手率は１００％（平成２７年１２月末現在）。 全線において工事展開中。

４．事業進捗状況４．事業進捗状況④④

凡例
前回評価時(H26.12)
今回評価時(H27.12)

13

測量・調査・設計

土木工事

舗装・施設工事

供用開始



項 目 事業費の増加要因 増加額

①物価アップによる増 ○材料費、人件費等の単価上昇によるもの 約15億円

○本線切土工部の構造物掘削部での地下水位が想定よりも高く 湧水が発

事業費増加の要因

４．事業進捗状況⑤４．事業進捗状況⑤

[税込]

14

②地下水低下対策による増
○本線切土工部の構造物掘削部での地下水位が想定よりも高く、湧水が発
生し砂質土のエロージョンや崩落が発生していることから、湧水対策工を実施
するもの

約3億円

小 計 約18億円



13 000

14,000

17,700

18,900 19,200

18 000

19,000

20,000

①労務単価の推移

例）茨城県内における普通作業員

②材料単価の推移

例）茨城県内における生コンクリート

４．事業進捗状況⑤４．事業進捗状況⑤

・東日本大震災以降、労務単価等の急激な上昇が続いているため事業費の増額が必要。

①物価アップによる増 【約15億円増額】

10,400
10,200 10,200

10,600 11,300

11,900

10,000

11,000

12,000

13,000

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4

14,500
14,300 14,400

17,700

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.2 H27.2

約３割増 約２割増

15



■当初 ［地下水位が低い］ ■変更 ［ウェルポイント工により地下水を汲上げし施工］
　　　（本線Bx）

　　　　　構造物掘削線 構造物掘削線

　　　　　（地下水）

　　　（本線Bx）
（宙水）

　　　　　構造物掘削線 構造物掘削線

【構造物施工箇所】

・本線切土工部の構造物掘削部での地下水位が想定よりも高く、湧水が発生し砂質土のエロージョンや崩落が発生してい
ることから、湧水対策工を実施するもの

②地下水低下対策による増 【約3億円増額】

４．事業進捗状況⑤４．事業進捗状況⑤
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試掘時滞水状況

試掘直後 試掘２時間後

試掘翌日 試掘２日後

① ②

③ ④

ウェルポイント設置・排水状況

（本線Bx）
（宙水）

構造物掘削線

　　　　　（地下水）
　　　　　（地下水）

　　ｴﾛｰｼﾞｮﾝや崩落→ 　　　　　←ｴﾛｰｼﾞｮﾝや崩落

■現況 ［地下水位が想定よりも高く、滞水し崩落が発生している状況］

　　ウェルポイント
　　　　　　　ウェルポイント

　　　　　（地下水）

　　　　（ドライ状態） 　　　　（ドライ状態）



５．事業の投資効果①５．事業の投資効果①

■総便益（Ｂ）
道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を整備の有無それぞれについて

推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）
当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

【今回評価】 【参考 前回(H26)評価】

■計算条件
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【今回評価】

・基準年次 ：平成27年度
・供用開始年次 ：平成29年度
・分析対象期間 ：供用後50年間
・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点 ：平成42年度
・計画交通量 ：12,700～12,900（台/日）
・事業費 ：約504億円
・総便益（Ｂ） ：約1,559億円（約3,809億円※）
・総費用（Ｃ） ：約639億円（約752億円※）
・費用便益比（Ｂ／Ｃ）：２．４

【参考：前回(H26)評価】

平成26年度
平成28年度
供用後50年間
平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
平成42年度
12,900～13,200（台/日）
約486億円
約1,585億円（約3,905億円※）
約605億円（約735億円※）
２．６

※基準年次における現在価値化前を示す。



５．事業の投資効果②５．事業の投資効果②

◆総便益

基準年における

現在価値（B）

全体事業 残事業

走行時間短縮便益 １，２９８億円 １，２９８億円

走行経費減少便益 １５３億円 １５３億円

交通事故減少便益 １０９億円 １０９億円

計 １，５５９億円 １，５５９億円

全体事業 残事業

■費用対効果分析結果
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◆総費用

基準年における

現在価値（C）

全体事業 残事業

事 業 費 ５３５億円 １５８億円

維持管理費 １０４億円 １０４億円

計 ６３９億円 ２６１億円

注１） 「事業全体」の全体事業費は、Ｐ３の全体事業費を基準年における現在価値化しているため、値が異なっている

注２） 経済的内部収益率(EIRR)とは、便益と費用の現在価値を等しくするような社会的割引率の値

事業全体 費用便益比(B/C) : ２．４ 経済的純現在価値(B-C) : 921億円 経済的内部収益率(EIRR) : 9.2％

残事業 費用便益比(B/C) : ６．０ 経済的純現在価値(B-C) : 1,298億円 経済的内部収益率(EIRR) : 40.7％



６．関係する都道府県の意見６．関係する都道府県の意見

茨城県知事の意見 平成28年1月29日

本県にとって、東関東自動車道水戸線は、国内外の輸出入拠点である鹿島港や茨城

港、さらに茨城空港や成田空港などを結び、広域的な交流・連携を促進することはもとよ

り、今後想定される首都直下地震の際には、常磐道の代替路線として緊急輸送路の役割

を担う極めて重要な道路であることから、事業を継続し、平成２９年度のできるだけ早い時
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期の開通に向け整備推進をお願いしたい。



７．今後の対応方針（原案）７．今後の対応方針（原案）

● 当該区間は、茨城県沿岸部の産業・経済の発展、物流の効率化、救急搬送に不可欠な道路
である。

● 茨城空港のアクセス道路として、利便性向上に寄与する。
● 当該区間は、国道５１号等の沿線の交通分散や、事故・災害時におけるリダンダンシー機能

を有する。
● 費用対効果（B/C)は、２．４である。

（１）事業の必要性等に関する視点

（２）事業進捗の見込みに関する視点
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●茨城空港北IC～茨城町ＪＣＴ間は、平成２２年３月６日に開通済みである。
●鉾田IC～茨城空港北IC間は、『事業推進プロジェクトチーム』により事業を推進し、用地取得率

は９７％となり、土工工事に着手しているところ。
●平成２９年度の完成を目指して事業を推進している。

（２）事業進捗の見込みに関する視点

（３）対応方針（原案）

● 当該事業の再評価は 『『事業継続事業継続』』 とする。


